
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　配線基板に電気的に接続された発熱部品とヒートシンクとが熱伝導性電気絶縁部材を介
して接続されたパワーモジュールであって、
　前記熱伝導性電気絶縁部材が、熱硬化性樹脂（Ａ）と、熱可塑性樹脂（Ｂ）と、潜在性
硬化剤（Ｃ）及び無機フィラー（Ｄ）を含む硬化組成物であり、
　

　前記熱伝導性電気絶縁部材は、前記発熱部品の形状および部品高さの不揃いに対して相
補的な状態で前記発熱部品に接着しており、前記ヒートシンクにより前記発熱部品から発
生する熱を放熱することを特徴とするパワーモジュール。
【請求項２】
　前記熱硬化性樹脂（Ａ）を５０質量部以上９５質量部以下と、前記潜在性硬化剤（Ｃ）
が５質量部以上５０質量部以下の合計量１００質量部に対して、前記熱可塑性樹脂（Ｂ）
が１０質量部以上１００質量部以下の範囲であって、
　かつ、熱硬化性樹脂（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｂ）と潜在性硬化剤（Ｃ）の合計量５質量
部以上３０質量部以下に対して、前記無機フィラー（Ｄ）が７０質量部以上９５質量部以
下の範囲である請求項１に記載のパワーモジュール。
【請求項３】
　前記室温で液状の熱硬化性樹脂が、液状エポキシ樹脂である請求項 に記載のパワーモ
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前記熱硬化性樹脂は室温で液状であり、かつ前記熱可塑性樹脂は前記熱硬化性樹脂が未
硬化のときに粉末状であり、

２



ジュール。
【請求項４】
　前記熱硬化性樹脂（Ａ）と、熱可塑性樹脂（Ｂ）と、潜在性硬化剤（Ｃ）及び無機フィ
ラー（Ｄ）を含む硬化性組成物が、７０℃以上１３０℃未満で急峻な第１次粘度上昇カー
ブと、１３０℃以上で急峻な第２次粘度上昇カーブの特性を有する請求項１に記載のパワ
ーモジュール。
【請求項５】
　前記熱伝導性電気絶縁部材が、複数個の前記発熱部品に接着している請求項１に記載の
パワーモジュール。
【請求項６】
　前記配線基板に、さらに非発熱部品が実装されている請求項１又は２に記載のパワーモ
ジュール。
【請求項７】
　前記発熱部品が、前記配線基板の一主要面に実装され、前記非発熱部品がその反対面に
実装されている請求項 に記載のパワーモジュール。
【請求項８】
　前記無機フィラーが、Ａｌ 2Ｏ 3、ＭｇＯ、ＢＮ、ＳｉＯ 2、ＳｉＣ、Ｓｉ 3Ｎ 4及びＡｌ
Ｎから選ばれた少なくとも１種のフィラーである請求項１に記載のパワーモジュール。
【請求項９】
　前記熱伝導性電気絶縁部材の熱伝導率が、１～１０Ｗ／ｍＫの範囲である請求項１に記
載のパワーモジュール。
【請求項１０】
　前記発熱部品が、少なくとも一つの半導体素子である請求項１に記載のパワーモジュー
ル。
【請求項１１】
　少なくとも一つの前記半導体素子が、前記配線基板と電気的に接続された面の反対面に
ヒートスプレッダを備え、 かつ前記ヒートスプレ
ッダは少なくとも一部を露出した状態で樹脂封止されており、少なくとも前記ヒートスプ
レッダの露出面が前記熱伝導性電気絶縁部材と接着している請求項 に記載のパワーモ
ジュール。
【請求項１２】
　前記半導体素子が半導体チップであり、前記配線基板に前記半導体チップがフェースダ
ウンで実装され、その背面が前記熱伝導性電気絶縁部材と接着している請求項 に記載
のパワーモジュール。
【請求項１３】
　前記半導体素子が半導体チップであり、前記配線基板に前記半導体チップがフェースダ
ウンで実装され、かつ、前記半導体チップの背面電極が金属導体を介して前記配線基板に
電気的に接続されている請求項 に記載のパワーモジュール。
【請求項１４】
　フェースダウンで実装された前記半導体チップと前記配線基板の間が樹脂封止されてい
る請求項 に記載のパワーモジュール。
【請求項１５】
　前記半導体チップが、厚み方向に電流を流す構成のシリコン半導体及びシリコンカーバ
イド半導体から選ばれる少なくとも一つの半導体である請求項 に記載のパワーモジュ
ール。
【請求項１６】
　前記ヒートシンクが、アルミニウムまたは銅である請求項１に記載のパワーモジュール
。
【請求項１７】
　前記ヒートシンクが、前記配線基板に固定具により固定されている請求項１に記載のパ
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前記半導体素子は樹脂封止されており、
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ワーモジュール。
【請求項１８】
　前記ヒートシンクが凹部を備え、前記凹部に少なくとも前記発熱部品が前記熱伝導性電
気絶縁部材を介して収納されている請求項１に記載のパワーモジュール。
【請求項１９】
　前記ヒートシンクが、放熱フィンを備えている請求項１に記載のパワーモジュール。
【請求項２０】
　前記発熱部材が高さの異なる複数の発熱部品である請求項１に記載のパワーモジュール
。
【請求項２１】
　前記熱伝導性電気絶縁部材の相補的な状態が、加圧により成形されている請求項１に記
載のパワーモジュール。
【請求項２２】
　配線基板上に少なくとも発熱部品を含む電子部品を実装する工程と、
　熱硬化性樹脂（Ａ）と、熱可塑性樹脂（Ｂ）と、潜在性硬化剤（Ｃ）及び無機フィラー
（Ｄ）を含む硬化性組成物層を、ヒートシンク及び前記配線基板の発熱部品側との間に形
成し、前記ヒートシンク及び前記配線基板から選ばれる少なくとも一方を他方に押しつけ
、前記発熱部品の形状および部品高さの不揃いに対して熱伝導性電気絶縁部材を相補的に
変形させて密着させる工程と、
　加熱して硬化性組成物層硬化させて熱伝導性電気絶縁部材を形成する工程とを含
　

ことを特徴とするパワーモジュールの製造方法。
【請求項２３】
　前記熱硬化性樹脂（Ａ）を５０質量部以上９５質量部以下と、前記潜在性硬化剤（Ｃ）
が５質量部以上５０質量部以下の合計量１００質量部に対して、前記熱可塑性樹脂（Ｂ）
が１０質量部以上１００質量部以下の範囲であって、
　かつ、熱硬化性樹脂（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｂ）と潜在性硬化剤（Ｃ）の合計量５質量
部以上３０質量部以下に対して、前記無機フィラー（Ｄ）が７０質量部以上９５質量部以
下の範囲である請求項 に記載のパワーモジュールの製造方法。
【請求項２４】
　前記室温で液状の熱硬化性樹脂が、液状エポキシ樹脂である請求項 に記載のパワー
モジュールの製造方法。
【請求項２５】
　前記熱硬化性樹脂（Ａ）と、熱可塑性樹脂（Ｂ）と、潜在性硬化剤（Ｃ）及び無機フィ
ラー（Ｄ）を含む硬化性組成物が、７０℃以上１３０℃未満で急峻な第１次粘度上昇カー
ブと、１３０℃以上で急峻な第２次粘度上昇カーブの特性を有する請求項 に記載のパ
ワーモジュールの製造方法。
【請求項２６】
　前記第１次粘度上昇カーブが、加熱により前記熱可塑性樹脂粉末に前記液状成分が吸収
され膨潤することによる粘度上昇である請求項 に記載のパワーモジュールの製造方法
。
【請求項２７】
　７０℃以上１３０℃未満の温度で固形化を行い、１３０℃以上２６０℃以下の温度で硬
化させる請求項 に記載のパワーモジュールの製造方法。
【請求項２８】
　前記配線基板上に発熱部品を実装する工程が、半導体チップをフェースダウンで実装し
た後、前記配線基板上の配線パターンと前記半導体チップ間に封止樹脂を注入し、硬化す
る工程である請求項 に記載のパワーモジュールの製造方法。
【請求項２９】
　硬化性組成物が、ペースト状物及びシート状物から選ばれる少なくとも一つである請求
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前記熱硬化性樹脂は室温で液状であり、かつ前記熱可塑性樹脂は前記熱硬化性樹脂が未
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項 に記載のパワーモジュールの製造方法。
【請求項３０】
　前記ヒートシンク及び前記配線基板を密着させる圧力が０．１ＭＰａ以上２００ＭＰａ
以下である請求項 に記載のパワーモジュールの製造方法。
【請求項３１】
　加熱硬化させる際の圧力が、０．１ＭＰａ以上２００ＭＰａ以下である請求項 に記
載のパワーモジュールの製造方法。
【請求項３２】
　前記ヒートシンク及び前記配線基板を密着させた後、減圧雰囲気に置く請求項 に記
載のパワーモジュールの製造方法。
【請求項３３】
　半導体チップの表面に金属ボールを備え、その表面に配線基板を備え、
　前記半導体チップの裏面全面にヒートスプレッダを密接して備え、前記ヒートスプレッ
ダ側から放熱させ、
　半導体チップは厚さ方向に電流が流れ、
　前記ヒートスプレッダと前記配線基板とを電気的に接続する取り出し電極を備え、
　前記配線基板と前記ヒートスプレッダとの間の前記半導体チップとその表面の金属ボー
ルと前記取り出し電極とは樹脂封止されて
　

　

パワーモジュール。
【請求項３４】
　前記熱硬化性樹脂（Ａ）を５０質量部以上９５質量部以下と、前記潜在性硬化剤（Ｃ）
が５質量部以上５０質量部以下の合計量１００質量部に対して、前記熱可塑性樹脂（Ｂ）
が１０質量部以上１００質量部以下の範囲であって、
　かつ、熱硬化性樹脂（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｂ）と潜在性硬化剤（Ｃ）の合計量５質量
部以上３０質量部以下に対して、前記無機フィラー（Ｄ）が７０質量部以上９５質量部以
下の範囲である請求項 に記載のパワーモジュール。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、パワー半導体デバイスなど発熱の大きい電子部品を実装し、電力変換用途等に
用いられるパワーモジュールおよびその製造方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
近年、電子機器の高性能化、小型化の要求に伴い、そこに用いられるパワーエレクトロニ
クス分野の電源回路も小型化、省エネルギー化が望まれている。そのため、パワーモジュ
ールの放熱構造が重要な問題となってきている。
【０００３】
パワーモジュールの放熱性を改善する方法としては、半導体チップなどの発熱量の大きな
電子部品にヒートシンクを取り付け、ヒートシンクから放熱をはかる方法が用いられる。
発熱部品とヒートシンクは、絶縁性と熱伝導性を備えた部材で熱的接触が保持される。こ
のような部材として、熱伝導性グリースが挙げられる。しかし、熱伝導性グリースは取り
扱い性が悪く、かつ塗り方次第で熱接触度合いが異なるため、最近では、発熱部品とヒー
トシンクの間に、熱伝導性の弾性体シートをはさんで押し付けた状態で固定して接触させ
る方法がとられる。
【０００４】
一方、パワーモジュールの放熱性を改善する別の方法としては、熱伝導性が良好な基板を
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おり、
前記ヒートスプレッダの外側には、さらに熱伝導性電気絶縁部材を介してヒートシンク

が接続されており、
前記熱伝導性電気絶縁部材が、熱硬化性樹脂（Ａ）と、熱可塑性樹脂（Ｂ）と、潜在性

硬化剤（Ｃ）及び無機フィラー（Ｄ）を含む硬化組成物であり、前記ヒートシンクにより
前記半導体チップから発生する熱を放熱する

３３



使用し、発熱部品をこの基板上に実装し、基板からの放熱をはかる方法もまた用いられて
いる。このような放熱用基板としては、例えば、酸化アルミニウム、窒化アルミニウムな
どのセラミック基板表面に銅板を接合した基板があるが、コストが高いという問題を有し
ており、比較的小電力な用途には、アルミニウムなどのヒートシンクの片面に絶縁体層を
介して配線パターンを形成した金属ベース基板が一般的に利用される。しかし、金属ベー
ス基板は熱伝導を良くするため絶縁物が薄くなければならず、金属ベース間でノイズの影
響を受けることと、絶縁耐圧に問題を有している。
【０００５】
このようにセラミック基板および金属ベース基板は性能およびコストの面で両立が難しい
ため、熱可塑性樹脂に無機フィラーを分散させた基板表面に、リードフレームを形成した
基板が提案されている。しかし、この基板は、熱可塑性樹脂と無機フィラーとを溶融混練
して、これを射出成形することにより作製されるため、無機フィラーを高濃度に充填する
ことが困難であり、熱伝導性の向上には限界がある。また、熱硬化性樹脂組成物に無機フ
ィラーを分散させた基板表面に、リードフレームを形成した基板を使用する方法が提案さ
れている（特開平１０－１７３０９７号公報）。この基板は、熱硬化性樹脂と無機フィラ
ーとを含む未硬化状態で可撓性を有するシート状物とリードフレームとを積層した後、シ
ート状物を硬化することにより作製され、無機フィラーを高濃度に充填することが可能で
あり、良好な熱伝導性を実現している。
【０００６】
これら放熱用基板は、片面配線でかつその配線層が単層であり、微細な配線の引き回しが
極めて困難である。インバータなどのパワーモジュールにおいては、発熱部品を含むパワ
ー回路部をこれら放熱用基板に実装し、駆動回路、保護回路など、比較的発熱の少ない部
品からなり、微細配線が必要な制御回路部は、プリント配線板からなる制御基板に設けら
れる。この制御基板はパワー回路部の形成された放熱用基板と個別に組み立てられ、次に
放熱用基板と電気的に接続される。例えば、部品が実装された放熱用基板の実装面上に、
一定の空間を置いて制御基板が対向して配置、固定され、パッケージングされる。
【０００７】
このような熱伝導性の弾性体シート、または放熱用基板を用いたパワーモジュールにおい
ては、以下の問題を有している。
【０００８】
熱伝導性の弾性体シートは薄いため、絶縁耐圧が低いという問題を有する。また、複数個
の発熱部品と一つのヒートシンクを、弾性体シートを介して熱的に接触させる場合、基板
に搭載した発熱部品の高さの不ぞろいや、寸法公差、基板に対する実装姿勢のばらつきな
どに基づく部品高さのばらつきを、押し付けによる弾性体シートの変形により吸収するこ
とが必要となる。したがって、薄い弾性体シートでは、吸収できる部品高さのばらつきに
限界があり、ばらつきが大きい場合、弾性体シートと発熱部品の均一な接触度合いが保持
できないという問題を有する。さらに、弾性体シートの発熱部品に対する過剰な押し付け
によるストレスは、発熱部品の損傷や弾性体シートの亀裂の発生を招くという問題もある
。
【０００９】
一方、放熱用基板を用いたパワーモジュールにおいては、以下の問題を有している。すな
わち、放熱の必要な発熱部品であっても、接続端子数が増加し、かつ電極間が狭ピッチな
場合、微細な配線の引き回しが必要となり、片面かつ単層配線である放熱用基板に高密度
に実装することは困難である。しかし、この発熱部品を、微細配線が可能であるが熱伝導
性が良好でない制御基板に実装すれば、放熱が困難である。したがって、微細配線と放熱
の両方が必要な発熱部品に対しては適さないという問題を有する。
【００１０】
また、半導体チップの実装方法としては、一般に、ワイヤボンディング法とフリップチッ
プ実装法があるが、フリップチップ実装は、半導体チップを基板上に、基板表面と半導体
チップ表面（電極形成面）とを対向させるように、フェースダウンで搭載するものであり
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、ワイヤボンディング法よりも高密度の実装が可能である。しかし、放熱用基板を用いた
パワーモジュールにおいては、基板から放熱するような構造とする必要があり、フリップ
チップ実装法を採用した場合には放熱性の改善は期待できないため、発熱部品としての半
導体チップは、放熱用基板上にその背面（電極形成面と反対の面）を基板表面に接触させ
て実装することにより、基板からの放熱が図られている。したがって、半導体チップの電
極と放熱用基板上の電極との間を金属細線により接続する、ワイヤーボンディング法が採
用されている。しかし、ワイヤボンディング法においては、金属細線の導体抵抗が半導体
素子のオン抵抗に比べて無視できないほど大きいため、半導体チップをワイヤーボンディ
ング法で実装すると電力損失が増大し、発熱量が増大する。したがって、前記放熱用基板
を用いたパワーモジュールにおいては、発熱の大きい半導体チップの実装はワイヤーボン
ディング法を採用するため、基板に対して、更なる放熱性が要求されるという問題を有す
る。
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記のような問題を改善するため、接続端子数が多い発熱部品が必要とする微
細配線と高い放熱の両立が可能で、かつ高密度小型化に適したパワーモジュールおよびそ
の製造方法を提供することを目的とする。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
　前記目的を達成するために本発明の第１番目のパワーモジュールは、配線基板に電気的
に接続された発熱部品とヒートシンクとが熱伝導性電気絶縁部材を介して接続されたパワ
ーモジュールであって、前記熱伝導性電気絶縁部材が、熱硬化性樹脂（Ａ）と、熱可塑性
樹脂（Ｂ）と、潜在性硬化剤（Ｃ）及び無機フィラー（Ｄ）を含む硬化組成物であり、

前記熱伝導性電気絶縁部材は、前記発熱部品の形状および部品高
さの不揃いに対して相補的な状態で前記発熱部品に接着しており、前記ヒートシンクによ
り前記発熱部品から発生する熱を放熱することを特徴とする。
【００１３】
　次に本発明の第２番目のパワーモジュールは、半導体チップの表面に金属ボールを備え
、その表面に配線基板を備え、前記半導体チップの裏面全面にヒートスプレッダを密接し
て備え、前記ヒートスプレッダ側から放熱させ、半導体チップは厚さ方向に電流が流れ、
前記ヒートスプレッダと前記配線基板とを電気的に接続する取り出し電極を備え、前記配
線基板と前記ヒートスプレッダとの間の前記半導体チップとその表面の金属ボールと前記
取り出し電極とは樹脂封止されて

。
【００１４】
　次に本発明のパワーモジュールの製造方法は、配線基板上に少なくとも発熱部品を含む
電子部品を実装する工程と、熱硬化性樹脂（Ａ）と、熱可塑性樹脂（Ｂ）と、潜在性硬化
剤（Ｃ）及び無機フィラー（Ｄ）を含む硬化性組成物層を、ヒートシンク及び前記配線基
板の発熱部品側との間に形成し、前記ヒートシンク及び前記配線基板から選ばれる少なく
とも一方を他方に押しつけ、前記発熱部品の形状および部品高さの不揃いに対して熱伝導
性電気絶縁部材を相補的に変形させて密着させる工程と、加熱して硬化性組成物層硬化さ
せて熱伝導性電気絶縁部材を形成する工程とを含

ことを特徴
とする。
【００１５】
【発明の実施の形態】
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本発明によれば、微細な配線の形成された配線基板上に、発熱部品を高密度に実装するこ
とが可能となり、かつ発熱部品から発生した熱は、発熱部品ならびにヒートシンクに接着
された熱伝導性電気絶縁部材を介して瞬時にヒートシンクから放熱される。さらに、熱伝
導性電気絶縁部材は相補的に変形して、配線基板に搭載した発熱部品の高さの不ぞろいや
寸法公差、配線基板に対する実装姿勢のばらつきなどを吸収しているため、部品高さのば
らつきに左右されることなく、各発熱部品から発生した熱を均一に効率よく放熱できる。
また、熱伝導性電気絶縁部材は発熱部品ならびにヒートシンクに接着しているため、接触
熱抵抗が低く、放熱効率が高い。さらに、前記熱伝導性電気絶縁部材がそれ自体で接着し
ているため、発熱部品に密着させるための外力はいらず、発熱部品に対するストレスはか
からない構造となる。
【００１６】
前記熱硬化性樹脂（Ａ）を５０質量部以上９５質量部以下と、前記潜在性硬化剤（Ｃ）が
５質量部以上５０質量部以下の合計量１００質量部に対して、前記熱可塑性樹脂（Ｂ）が
１０質量部以上１００質量部以下の範囲であって、かつ、熱硬化性樹脂（Ａ）と熱可塑性
樹脂（Ｂ）と潜在性硬化剤（Ｃ）の合計量５質量部以上３０質量部以下に対して、前記無
機フィラー（Ｄ）が７０質量部以上９５質量部以下の範囲であることが好ましい。
【００１７】
前記熱硬化性樹脂は室温で液状であり、かつ前記熱可塑性樹脂は前記熱硬化性樹脂が未硬
化のときに粉末状であることが好ましい。
【００１８】
熱伝導樹脂組成物を構成する絶縁性樹脂は、室温で液状の熱硬化性樹脂を主成分とし、熱
可塑性樹脂、潜在性硬化剤を少なくとも含有し、かつ未硬化状態において前記熱可塑性樹
脂が熱可塑性樹脂粉末である組成物が好ましい。このような組成物は、熱可塑性樹脂粉末
が液状成分を吸収して膨潤することにより、未硬化状態のまま粘度を上昇して非可逆的に
固形化することが可能である。さらに、加熱して潜在性硬化剤の活性化温度以上にするこ
とにより、硬化することができる。
【００１９】
室温で液状の熱硬化性樹脂としては、液状エポキシ樹脂や液状フェノール樹脂など各種を
用いることができるが、本発明では特に液状エポキシ樹脂が耐熱性、電気絶縁性の点から
好ましい。このような液状エポキシ樹脂としては、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビ
スフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡＤ型エポキシ樹脂、フェノールノボラ
ック型エポキシ樹脂などが使用できる。
【００２０】
潜在性硬化剤としては、特に限定はなく、使用する熱硬化性樹脂の種類に応じて選択され
、公知のものが使用できる。液状エポキシ樹脂に対しては、例えば、ジシンジアミド系硬
化剤、尿素系硬化剤、有機酸ヒドラジド系硬化剤、ポリアミン塩系硬化剤、アミンアダク
ト系硬化剤などが使用できる。
【００２１】
熱可塑性樹脂粉末は、液状の熱硬化性樹脂を主成分とする絶縁性樹脂に含まれる液状成分
を吸収して膨潤する性質を有するものであれば良く、特に限定されないが、使用する熱硬
化性樹脂の種類に応じて、膨潤するものが選択される。液状エポキシ樹脂に対しては、ポ
リ塩化ビニル、ポリメタクリル酸メチル、ポリエチレン、ポリアミド等が好ましい。熱可
塑性樹脂粉末の平均粒径は１～１００μｍが望ましい。絶縁性樹脂中における熱可塑性樹
脂粉末の混入量は、熱可塑性樹脂粉末が自由に流動する液状成分を吸収し、混合物が実質
的に固形化するのに十分な量であれば良く、通常、液状の熱硬化性樹脂１００質量部に対
して、１０～１００質量部、好ましくは２０～６０質量部である。熱可塑性樹脂粉末の液
状成分に対する膨潤は、熱処理によって促進される。この熱処理は、熱可塑性樹脂粉末の
軟化点以上であり溶融点未満の温度で行われる。この場合、絶縁性樹脂に含まれる熱硬化
性樹脂の硬化温度以下で行い、少なくとも仮硬化反応段階に熱硬化性樹脂の状態を保持す
るように行うのが望ましく、熱処理温度は７０～１１０℃の温度範囲で行われることが望
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ましい。加熱時間は絶縁性樹脂が実質的に固形化するのに十分であれば良い。
【００２２】
熱伝導樹脂組成物を構成する無機フィラーは、熱伝導性に優れるＡｌ 2Ｏ 3、ＭｇＯ、ＢＮ
、ＳｉＯ 2、ＳｉＣ、Ｓｉ 3Ｎ 4及びＡｌＮから選ばれた少なくとも１種のフィラーである
ことが望ましい。無機フィラーの平均粒子径は、０．１～１００μｍの範囲が適当であり
、更には７～１２μｍであることが好ましい。
【００２３】
　熱伝導樹脂組成物における各成分の含有量は、熱伝導樹脂組成物全体を１００質量部と
したとき、前記の絶縁性樹脂を５～３０質量部、好ましくは７～１５質量部、更に好まし
くは９～ 質量部とし、無機フィラーを７０～９５質量部、好ましくは ～９３質量
部、更に好ましくは８９～ 質量部とするのが適当である。これにより、熱伝導樹脂組
成物の硬化体である熱伝導性電気絶縁部材の熱伝導性を良好なものとすることができる。
【００２４】
また、熱伝導樹脂組成物は、必要に応じて、カップリング剤、分散剤、着色剤、離型剤な
どの添加剤を含有していることが好ましい。各種添加剤を含有することにより、絶縁体層
の特性の改善を図ることができるからである。例えば、カップリング剤は、無機フィラー
と絶縁性樹脂との接着性を改善するため、絶縁耐圧の向上に有効である。また、分散剤は
、無機フィラーの分散性を改善し、熱伝導性電気絶縁部材内の組成ムラの低減に有効であ
る。また、着色剤は、例えば、カーボン粉末などの黒色の着色剤であれば、熱放散性の改
善に有効である。
【００２５】
前記熱硬化性樹脂（Ａ）と、熱可塑性樹脂（Ｂ）と、潜在性硬化剤（Ｃ）及び無機フィラ
ー（Ｄ）を含む硬化性組成物が、７０℃以上１３０℃未満で急峻な第１次粘度上昇カーブ
と、１３０℃以上で急峻な第２次粘度上昇カーブの特性を有することが好ましい。これを
図１０を用いて説明する。図１０において、曲線Ｘは従来の熱硬化樹脂と硬化剤との組成
の温度と粘度特性を示したものである。約１００℃以上では、温度の上昇とともに粘度は
単純に徐々に増加する。
【００２６】
これに対して本発明の組成では曲線Ｙのようになり、７０℃以上１３０℃未満では急峻な
第１次粘度上昇カーブＹ 1と、１３０℃以上２２０℃以下で再度急峻な第２次粘度上昇カ
ーブＹ 2を発現する。第１次粘度上昇カーブＹ 1が発現するのは熱可塑性樹脂を加えている
ことに起因し、７０℃以上１３０℃未満で熱可塑性樹脂が液状成分を吸収して急激な粘度
上昇を起こす。次に第２次粘度上昇カーブＹ 2の発現は、潜在性硬化剤を加えていること
に起因し、１３０℃以上２２０℃以下で硬化反応が急激に進行して粘度が上昇する。
【００２７】
前記パワーモジュールにおいては、前記熱伝導性電気絶縁部材が、複数個の前記発熱部品
に接着し、複数個の前記発熱部品が共通の熱伝導性電気絶縁部材を介してヒートシンクに
熱的に接続されていることが望ましい。これにより、個々の発熱部品にそれぞれに対して
熱伝導性電気絶縁部材を配置する必要がなく、より容易に作製することができる。
【００２８】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記発熱部品が実装された配線基板に、さらに
非発熱部品が実装されていることが望ましい。これにより、発熱部品を含むパワー回路部
と非発熱部品を含む制御回路部を一体化して同一の配線基板上に高密度に実装でき、パワ
ーモジュールの更なる小型化が図ることができる。
【００２９】
この場合、前記発熱部品が前記配線基板の一主要面に実装され、前記非発熱部品がその反
対面に実装されていることが望ましい。これにより、制御回路部の非発熱部品が極端に熱
に弱い場合でも、パワー回路部の発熱部品からの熱でその機能を損なうことなく、制御回
路部とパワー回路部を一体化することができる。
【００３０】
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また、前記パワーモジュールにおいては、前記熱伝導性電気絶縁部材が、前記絶縁性樹脂
５～３０質量％と、前記無機フィラー７０～９５質量％からなる熱伝導樹脂組成物の硬化
体であることが望ましい。これにより、熱伝導性電気絶縁部材の熱伝導性を良好なものと
し、放熱性をより確実に向上させることができる。
【００３１】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記絶縁性樹脂が、未硬化状態において室温で
液状の熱硬化性樹脂、熱可塑性樹脂、潜在性硬化剤を少なくとも含有し、かつ未硬化状態
において前記熱可塑性樹脂が熱可塑性樹脂粉末であることが望ましい。これにより、熱伝
導性電気絶縁部材が熱硬化性樹脂の硬化物として発熱部品ならびにヒートシンクに接着し
ているため、接触熱抵抗を低減できる。また、複雑な固定具なしにヒートシンクを発熱部
品に固定できる。このような組成物は、熱処理して熱可塑性樹脂粉末に液状成分を吸収さ
せ膨潤させることにより、未硬化状態のまま粘度を上昇して非可逆的に固形化することが
可能である。さらに、加熱することにより、硬化することができる。なお、室温とは、通
常２０℃である。
【００３２】
この場合、前記室温で液状の熱硬化性樹脂が、液状エポキシ樹脂であることが望ましい。
耐熱性、電気絶縁性に優れるからである。
【００３３】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記無機フィラーが、Ａｌ 2Ｏ 3、ＭｇＯ、ＢＮ
、ＳｉＯ 2、ＳｉＣ、Ｓｉ 3Ｎ 4及びＡｌＮから選ばれた少なくとも１種のフィラーである
ことが望ましい。これらの無機フィラーは熱伝導性に優れ、熱伝導性電気絶縁部材の熱伝
導率の向上に特に有効だからである。
【００３４】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記熱伝導性電気絶縁部材の熱伝導率が、１～
１０Ｗ／ｍＫの範囲であることが望ましい。これにより、パワーモジュールの放熱性をよ
り確実に向上させることができる。
【００３５】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記発熱部品として少なくとも一つの半導体素
子を使用することができる。
【００３６】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記発熱部材は高さの異なる複数の発熱部品で
あってもよい。
【００３７】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記熱伝導性電気絶縁部材の相補的な状態が、
加圧により成形されていることが好ましい。
【００３８】
また、少なくとも一つの前記半導体素子が、前記配線基板と電気的に接続された面の反対
面にヒートスプレッダを備え、かつ前記ヒートスプレッダは少なくとも一部を露出した状
態で樹脂封止されており、少なくとも前記ヒートスプレッダの露出面が前記熱伝導性電気
絶縁部材と接着していることが望ましい。これにより、半導体素子の発熱はヒートスプレ
ッダに瞬時に伝達され、前記熱伝導性電気絶縁部材の方向への放熱を効率よく行うことが
できる。本発明においてヒートスプレッダとは、熱拡散板をいう。
【００３９】
また、前記半導体素子が半導体チップであり、前記配線基板に前記半導体チップがフェー
スダウンで実装され、その背面が前記熱伝導性電気絶縁部材と接着していることが望まし
い。これにより、半導体チップの背面からの放熱をはたしながら、フェースダウンで実装
されるため高密度実装が可能であり、ワイヤーボンディングによる実装に比べて電力損失
が低減し、発熱量の低減もできる。
【００４０】
また、前記半導体素子が半導体チップであり、前記配線基板に前記半導体チップがフェー
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スダウンで実装され、かつ、半導体チップの背面電極が金属導体を介して前記配線基板に
電気的に接続されていることが望ましい。これにより、背面に電極を持つ半導体チップで
あっても、半導体チップの背面からの放熱をはたしながら、フェースダウンで実装される
ため高密度実装が可能であり、ワイヤーボンディングによる実装に比べて電力損失が低減
し、発熱量の低減もできる。
【００４１】
また、前記半導体チップを用いたパワーモジュールにおいては、フェースダウンで実装さ
れた前記半導体チップと前記配線基板の間が樹脂封止されていることが望ましい。これに
より、半導体チップと配線基板との電気的接続の信頼性を向上することができる。さらに
、半導体チップの配線基板上への固定を補強する役割を果たす。
【００４２】
なお、前記半導体チップとしては、チップの厚み方向に電流を流すシリコン半導体である
隔離ゲートバイポーラトランジスタ (IGBT: isolate gate bipolar transister)、金属酸
化物半導体電界効果トランジスタ (MOS-FET: metal oxide semiconductor field-effects 
transistetr)、またはシリコンカーバイド半導体である単結晶ＳｉＣ半導体などを使用す
ることができる。
【００４３】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記ヒートシンクが、アルミニウムまたは銅で
あることが望ましい。これらの金属は、熱伝導性に優れるからである。特に、銅は、熱伝
導性に優れるため、良好な放熱性を得ることができる。また、アルミニウムは、軽量で安
価に入手できるうえに、加工性に優れるため、ヒートシンクを複雑な形状として表面積を
大きくすることが可能であり、良好な放熱性を得ることができる。
【００４４】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記ヒートシンクが前記配線基板に固定具によ
り固定されていることが望ましい。これにより、熱伝導性電気絶縁部材によって少なくと
も発熱部品に接着されているヒートシンクをより強固に固定することができる。
【００４５】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記ヒートシンクが凹部を備え、前記凹部に少
なくとも前記発熱部品が前記熱伝導性電気絶縁部材を介して収納されていることが望まし
い。これにより、熱伝導性電気絶縁部材の配置をヒートシンクの凹部の内部に規制するこ
とができ、容易に製造することができる。
【００４６】
また、前記パワーモジュールにおいては、前記ヒートシンクが、放熱フィンを備えている
ことが望ましい。これにより、放熱効率をより確実に改善することができる。
【００４７】
次に本発明の製造方法においては、熱処理して前記熱可塑性樹脂粉末に液状成分を吸収さ
せ膨潤させることにより、未硬化状態の前記熱伝導性電気絶縁部材の粘度を上昇させて非
可逆的に固形化し、前記発熱部品に対して前記ヒートシンクを固定した状態にし、次に、
加熱して前記熱伝導性電気絶縁部材を硬化させることができる。これにより、熱伝導性電
気絶縁部材を硬化させる前の未硬化であるが固形化している状態で、発熱部品およびヒー
トシンクとの密着性を検査することができる。
【００４８】
また、ヒートシンク上に配置した未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材を、発熱部品に密着
させる前に熱処理することにより、前記熱可塑性樹脂粉末に液状成分を吸収させ膨潤させ
て粘度を上昇させて非可逆的に固形化し、後に前記発熱部品の形状および部品高さの不揃
いに対して熱伝導性電気絶縁部材を相補的に変形させて密着させ、加熱して前記熱伝導性
電気絶縁部材を硬化させることもできる。これにより、未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部
材の流動性が高い場合でも、熱可塑性樹脂粉末の膨潤により粘度を上昇させて、発熱部品
に密着させる工程における過剰な流出を防ぐことができる。
【００４９】
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また、無機フィラーと、室温で液状の熱硬化性樹脂、熱可塑性樹脂粉末および潜在性硬化
剤を少なくとも含有する絶縁性樹脂からなる熱伝導樹脂組成物を未硬化状態の熱伝導性電
気絶縁部材として用いて個々の前記発熱部品上に配置し、ヒートシンクに密着させた後に
、熱処理して前記熱可塑性樹脂粉末に液状成分を吸収させ膨潤させることにより、未硬化
状態の前記熱伝導性電気絶縁部材の粘度を上昇させて非可逆的に固形化し、前記発熱部品
に対して前記ヒートシンクを固定した状態にし、次に、加熱して前記熱伝導性電気絶縁部
材を硬化させることもできる。これにより、熱伝導性電気絶縁部材を硬化させる前の未硬
化であるが固形化している状態で発熱部品およびヒートシンクとの密着性を検査すること
ができる。
【００５０】
前記パワーモジュールの製造方法においては、前記配線基板上に発熱部品を実装する工程
が、半導体チップをフェースダウンで実装した後、前記配線基板上の配線パターンと半導
体チップ間に封止樹脂を注入し、硬化する工程であることが望ましい。これにより、フェ
ースダウンで実装された半導体チップの配線基板上への固定が封止樹脂により補強される
ので、未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材を発熱部品またはヒートシンクに密着させる工
程を容易に行うことができる。
【００５１】
また、前記パワーモジュールの製造方法においては、前記熱伝導樹脂組成物からなる未硬
化状態の熱伝導性電気絶縁部材をヒートシンク上に配置する工程が、前記熱伝導樹脂組成
物のペースト状物を、塗布する工程であることが望ましい。これにより、無機フィラーが
高濃度に充填された熱伝導性電気絶縁部材とすることが可能であり、放熱性に優れたパワ
ーモジュールとすることができる。また、簡易な設備で形成できる。
【００５２】
また、前記パワーモジュールの製造方法においては、前記熱伝導樹脂組成物からなる未硬
化状態の熱伝導性電気絶縁部材をヒートシンク上に配置する工程が、未硬化状態で可撓性
を有する前記熱伝導樹脂組成物のシート状物を、前記ヒートシンク上に積層する工程であ
ることが望ましい。これにより、無機フィラーが高濃度に充填された熱伝導性電気絶縁部
材とすることが可能であり、放熱性に優れたパワーモジュールとすることができる。また
、容易にヒートシンク上に配置できる。
【００５３】
また、前記パワーモジュールの製造方法においては、前記熱処理して熱可塑性樹脂粉末を
膨潤させ固形化する工程が、好ましくは７０～１３０℃、より好ましくは７０～１１０℃
の温度範囲で行う。これにより、熱伝導性電気絶縁部材が未硬化状態のまま、熱可塑性樹
脂粉末の膨潤を促進することができる。
【００５４】
また、前記パワーモジュールの製造方法においては、前記発熱部品と熱伝導性電気絶縁部
材を密着させる工程及び／又は前記熱伝導性電気絶縁部材を加熱して硬化させる工程が、
０．１ＭＰａ以上２００ＭＰａ以下の圧力を加えた状態で行われることが望ましい。これ
により、熱伝導性電気絶縁部材の発熱部品またはヒートシンクへの密着を確実に行うこと
ができ、さらに、絶縁耐圧の低下の原因となる熱伝導性電気絶縁部材中のボイドを低減す
ることができる。
【００５５】
また、前記パワーモジュールの製造方法においては、前記熱伝導性電気絶縁部材を配置す
る工程から硬化させる工程を実施する間、又は、前記発熱部品と熱伝導性電気絶縁部材を
密着させる工程を実施した直後に、形成物を減圧下にさらす工程を付加することが望まし
い。これにより、絶縁耐圧の低下の原因となる熱伝導性電気絶縁部材中のボイドを低減す
ることができる。
【００５６】
また、前記パワーモジュールの製造方法においては、前記熱伝導性電気絶縁部材を加熱し
て硬化させる工程が、１３０～２６０℃の範囲であることが望ましい。これにより、熱伝
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導性電気絶縁部材を構成する熱硬化性樹脂を短時間で硬化できる。
【００５７】
また、前記パワーモジュールの製造方法においては、前記熱伝導性電気絶縁部材を加熱し
て硬化させる工程の前又は後に、前記ヒートシンクを前記配線基板に固定具により固定す
る工程を付加することが望ましい。これにより、熱伝導性電気絶縁部材によって少なくと
も発熱備品に接着されているヒートシンクをより強固に固定することができる。
【００５８】
この場合、前記前記発熱部品と熱伝導性電気絶縁部材を密着させる工程が、前記ヒートシ
ンクを前記配線基板に固定具により固定する工程と同時に行われることも有効である。こ
れにより、発熱部品に対するヒートシンクの配置を確実に行うことができ、かつより容易
に製造できる。
【００５９】
また、前記パワーモジュールの製造方法においては、前記熱伝導性電気絶縁部材を加熱し
て硬化させる工程に替えて、前記固形化した未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材と前記発
熱部品又は前記ヒートシンクとの密着性を検査する工程と、前記熱伝導性電気絶縁部材を
除去する工程を実施し、再度前記未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材を配置する工程から
、前記熱伝導性電気絶縁部材を加熱硬化させる工程を実施することも有効である。このリ
ペア工程により、本発明のパワーモジュールを歩留まり良く製造することができる。
【００６０】
次に本発明の第２番目のパワーモジュールは、第１番目のパワーモジュールを作成する部
品として有用である。
【００６１】
本発明のパワーモジュールは、配線基板に電気的に接続された発熱部品の背面に、無機フ
ィラーを高濃度に充填した熱伝導性電気絶縁部材が、部品高さのばらつきに左右されるこ
となく一様に接着しており、反対面に接着した前記ヒートシンクと熱的に接続されている
構成を基本とする。
【００６２】
以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
【００６３】
（実施の形態１）
図１は、本発明の実施の形態１におけるパワーモジュールの構成を示す断面図である。図
１に示したように、パワーモジュールは、発熱部品１０１が電気的に接続された配線基板
１０３と、熱伝導性電気絶縁部材１０４を介して発熱部品に熱的に接続されたヒートシン
ク１０５を備え、熱伝導性電気絶縁部材が発熱部品の形状および部品高さの不揃いに対し
て相補的に変形した状態で発熱部品に接着している。
【００６４】
熱伝導性電気絶縁部材１０４は、絶縁性樹脂に無機フィラーを分散させてなる層であり、
絶縁性樹脂ならびに無機フィラーの選択によって、熱伝導性電気絶縁部材の熱伝導度、線
熱膨張係数、誘電率等の調整が可能となるが、好ましくは熱伝導率が、１～１０Ｗ／ｍＫ
の範囲とすることにより、良好な放熱性を有するパワーモジュールとなる。なお、図１で
は、複数個の発熱部品の群が、共通の熱伝導性電気絶縁部材を介してヒートシンクに熱的
に接続されている好ましい構成としているが、図２に示すように、単一の発熱部品に熱伝
導性電気絶縁部材が接着していても良い。図２では、配線基板２０３上に発熱部品２０１
ならびに２０６と非発熱部品２０２が実装され、発熱部品２０１の群と発熱部品２０６は
、異なる熱伝導性電気絶縁部材２０４を介して一つのヒートシンク２０５と熱的に接続さ
れている。さらに、図１では、発熱部品だけでなく非発熱部品１０２も配線基板上に実装
されている好ましい構成としているが、図３に示すような発熱部品３０１のみ配線基板３
０２に実装され、熱伝導性電気絶縁部材３０３を介してヒートシンク３０４に熱的に接続
された構成であっても良い。より好ましい構成は、図４に示す配線基板４０３の一主要面
に発熱部品４０１が実装されて、ヒートシンク４０５と熱伝導性電気絶縁部材４０４に接
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着しており、非発熱部品４０２がその反対面にのみ実装されている構成である。これによ
り、非発熱部品が極端に熱に弱い場合でも、発熱部品からの熱でその機能を損なうことが
ないからである。
【００６５】
このような構成のパワーモジュールは、微細な配線の形成された配線基板上に発熱部品を
高密度に実装することが可能となり、かつ発熱部品から発生した熱は、発熱部品ならびに
ヒートシンクに接着された熱伝導性電気絶縁部材を介して瞬時にヒートシンクから放熱さ
れる。さらに、熱伝導性電気絶縁部材は相補的に変形して、配線基板に搭載した発熱部品
の高さの不ぞろいや寸法公差、配線基板に対する実装姿勢のばらつきなどを吸収している
ため、部品高さのばらつきに左右されることなく、各発熱部品から発生した熱を均一に効
率よく放熱できる。また、熱伝導性電気絶縁部材は発熱部品ならびにヒートシンクに接着
しているため、接触熱抵抗が低く、放熱効率が高い構成となる。したがって、発熱部品を
含むパワー回路部と非発熱部品を含む制御回路部を一体化して同一の配線基板上に高密度
に実装でき、パワーモジュールの更なる小型化が図ることができる。さらに、前記熱伝導
性電気絶縁部材がそれ自体で接着しているため、発熱部品に密着させるための外力はいら
ず、発熱部品に対するストレスはない。したがって、信頼性のより高いパワーモジュール
となる。
【００６６】
（実施の形態２）
図５は、本発明の実施の形態２におけるパワーモジュールの構成を示す断面図である。こ
の実施の形態２では、本発明にかかるパワーモジュールの他の一実施の形態を説明する。
用いられる材料は、特に説明の無い限り、実施の形態１で述べたものであり、同じ呼称の
構成部材についても同様の機能を持つ。
【００６７】
図５Ａ－Ｂは、発熱部品として半導体素子を用いた場合の、本発明のパワーモジュールの
好ましい構成例である。半導体素子としては、特に限定されないが、例えば、ＩＧＢＴ、
ＭＯＳ－ＦＥＴ、トランジスタ、ダイオード、ＩＣ (integrate circuit)、ＬＳＩ (large 
scale integration)などが用いられる。図５Ａにおける半導体チップ（発熱部品）５０１
はベアチップであって、配線基板５０３にフェースダウンで実装され、その背面が前記熱
伝導性電気絶縁部材５０４と接着している。これにより、半導体チップの背面からヒート
シンク５０５に放熱をはたしながら、フェースダウンで実装されるため高密度実装が可能
であり、ワイヤーボンディングによる実装に比べて電力損失が低減し、発熱量の低減もで
きる。フェースダウンの実装方式は、特に限定されず、公知の種々の方法を用いることが
できる。例えば、半導体チップの電極表面に形成した金属バンプ５０６と配線基板上の電
極をハンダまたは導電性接着剤を介して接着する方法や、金属バンプを形成した半導体チ
ップをフェースダウンで搭載した状態で、加熱加圧または超音波印加を実施し、金属バン
プと配線基板上の電極とを直接接合する方法などが有効である。この時、半導体チップと
配線パターンの接続部分が樹脂５０７により封止されていることが好ましい。封止は必ず
しも必要ではないが、その後の工程の間に電気的接続の不具合が生じないように機械的に
補強する役割を果たすので、作業性の面で行う方がよいからである。
【００６８】
また、図５Ａにおけるフェースダウンで実装された半導体チップ（発熱部品）５０２は、
背面にさらに金属導体５０８を接続し、配線基板と電気的に接続されている。シリコン半
導体や単結晶ＳｉＣ半導体を用いたＩＧＢＴやＭＯＳ－ＦＥＴなどのパワー半導体は、一
般的に大電流化に対応するためチップの厚み方向に電流を流す構成をしている場合がある
が、図５Ａの半導体チップ５０２に示す構成により背面からの電流を金属導体を介して取
り出すことが好ましい。金属導体としては、銅、アルミニウム、ニッケルおよび鉄から選
ばれる少なくとも１種の金属であることが好ましい。導電率が高く、大電流を流しても抵
抗ロスが少ないからである。特に、銅は、導電性に優れるばかりでなく、良好な熱伝導性
を有しているため、放熱性の向上に有利である。
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【００６９】
また、図５Ｂにおける半導体素子（発熱部品）５０９は、背面にヒートスプレッダ５１２
が少なくとも一部を露出させるように樹脂封止された状態で設けられており、少なくとも
ヒートスプレッダの露出面が熱伝導性電気絶縁部材５０４と接着している。これにより、
半導体素子の発熱はヒートスプレッダに瞬時に伝達され、前記熱伝導性電気絶縁部材の方
向への放熱を効率よく行うことができるので好ましい構成である。半導体素子（発熱部品
）５１０も、同様に背面にヒートスプレッダ５１２を設けているが、厚み方向に電流を流
す構成の半導体チップを用いており、このヒートスプレッダの配線基板側に取り出し電極
５１３を形成し、半導体チップ背面からの電流を取り出す導体として用いることもできる
。半導体素子５０９と５１０は表面実装部品としてパッケージングされており、内蔵され
た半導体チップの電極形成面からパッケージの外部に向けて取りだし電極が設けられてい
る。取り出し電極としては、特に限定されないが、例えば、銅、アルミニウム、ニッケル
、鉄および金から選ばれる少なくとも１種の金属からなるリードフレーム５１４や金属ボ
ール５１５などの金属バンプが好ましい。ヒートスプレッダに形成された半導体チップ背
面からの取りだし電極５１３は、電極形成面からの取りだし電極と同様な材料で形成して
も良いし、ヒートスプレッダに絞り加工を施すことにより、配線基板側へ突起を形成する
ことも可能である。
【００７０】
一方、半導体素子５０９と５１０は表面実装部品としてパッケージングされ、実装されて
いるが、ヒートスプレッダ５１２を背面に設けた半導体チップ（発熱部品）５１１を配線
基板に搭載後、ヒートスプレッダ５１２と配線基板５０３の間を、ヒートスプレッダ５１
２が少なくとも一部を露出させるように半導体チップを含めて樹脂５１６で封止した構成
も好ましい。半導体チップと配線パターンの接続部分、ならびに半導体チップ自体も封止
するため、信頼性の高い構成となる。
【００７１】
ヒートスプレッダとしては、銅、アルミニウム、ニッケルおよび鉄から選ばれる少なくと
も１種の金属であることが好ましいが、好ましくは、導電性、熱伝導性に優れる銅である
。ヒートスプレッダの熱伝導性電気絶縁部材との接着面は、予め粗面化処理してあること
が好ましい。接着がより強固となるからである。粗面化処理方法としては、化学的処理方
法および物理的処理方法のいずれも採用可能である。化学的処理方法としては、例えば、
塩化鉄、塩化銅などの水溶液中にヒートスプレッダを浸漬してエッチングする方法が挙げ
られる。また、物理的処理方法としては、例えば、酸化アルミニウムなどの粉末を圧縮空
気ととも表面に吹き付ける方法が挙げられる。
【００７２】
（実施の形態３）
図６Ａ－Ｄは、本発明の実施の形態３におけるパワーモジュールの製造方法を示す工程別
断面図である。この実施の形態３では、図４に示した半導体装置の製造方法の一実施形態
を説明する。用いられる材料は、特に説明の無い限り、上記の各実施の形態で述べたもの
であり、同じ呼称の構成部材および製造方法についても同様の機能を持つ。
【００７３】
図６Ａにおいて、配線基板６０３上に発熱部品６０１を実装する。実装方式は、特に限定
されず、公知の種々の方法を用いることができる。例えば、表面実装部品に対しては、ハ
ンダや導電性接着剤を用いる方法、半導体チップに対しては実施の形態２で述べたような
フェースダウンの実装方法等である。なお、図６Ａ－Ｄでは、半導体チップと配線パター
ンの接続部分における封止樹脂が省略されているが、より好ましくは封止されている構成
である。この場合、半導体チップをフェースダウンで実装後、所望の個所に樹脂を注入し
て硬化させる。
【００７４】
配線基板は図６Ａに示すような両面配線基板に限定されるものではなく、更に多層の配線
基板であってもよい。なお、図中では、配線基板の表面に形成された配線パターンは省略
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している。次に、ヒートシンク６０５の一主要面に未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材６
０４を配置する。熱伝導性電気絶縁部材は無機フィラーと絶縁性樹脂を少なくとも含有す
る熱伝導樹脂組成物である。
【００７５】
図６Ｂにおいて、上記の無機フィラーと絶縁性樹脂を混練してなる熱伝導樹脂組成物を未
硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材６０４として、ヒートシンク６０５の一主要面に配置す
る。配置方法は、適度な粘度を有する熱伝導樹脂組成物のペースト状物の塗布が簡便で好
ましい。塗布する方法としては、例えば、メタルマスク印刷法などを採用できる。また、
離型フィルム上に熱伝導樹脂組成物を配置してシート状態にしたものをヒートシンク上に
積層する方法も取り扱い性に優れており好ましい。シート状態にする方法としては、押し
出し成型法を利用することもできる。
【００７６】
ヒートシンク６０５としては、熱伝導性に優れたアルミニウム板、銅板を使用することが
好ましく、より好ましくは、放熱フィンを備えたものを使用することである。特に、アル
ミニウムは、加工性に優れるため、ヒートシンクを複雑な形状として表面積を大きくする
ことが可能であり、良好な放熱性を得ることができる。また、ヒートシンクの表面には、
実施の形態２で述べたヒートスプレッダ表面の粗面化処理と同様にして、予め粗面化処理
を施すことが熱伝導性電気絶縁部材との接着性の点から好ましい。
【００７７】
次に、図６Ｃにおいて、配線基板６０３に実装された発熱部品６０１の配線基板と電気的
に接続された面の反対面に、ヒートシンク６０５上に配置された未硬化状態の熱伝導性電
気絶縁部材６０４を押しつけ、発熱部品の形状および部品高さの不揃いに対して熱伝導性
電気絶縁部材を相補的に変形させて密着させる。熱伝導性電気絶縁部材の発熱部品または
ヒートシンクへの密着を確実に行うためには、０．１ＭＰａ以上２０ＭＰａ以下の圧力を
加えた状態で行われることが好ましい。
【００７８】
次いで、上述した７０～１１０℃の好ましい温度範囲で形成物を熱処理し、熱可塑性樹脂
粉末に絶縁性樹脂に含まれる液状成分を吸収させ膨潤させることにより、未硬化状態の熱
伝導性電気絶縁部材の粘度を上昇させて非可逆的に固形化し、発熱部品に対してヒートシ
ンクを固定した状態にする。熱伝導性電気絶縁部材は固形化しているが未硬化であるので
、この段階で、熱伝導性電気絶縁部材と発熱部品またはヒートシンクとの密着性を検査し
、仮に密着不良が生じている場合は熱伝導性電気絶縁部材を簡単に除去することも可能で
ある。これにより、本発明のパワーモジュールを歩留まり良く製造することができる。
【００７９】
さらに、これを加熱して熱伝導性電気絶縁部材を硬化させる。加熱温度は熱伝導性電気絶
縁部材に含まれる熱硬化性樹脂の硬化温度以上であれば良く、通常１３０℃～２６０℃、
好ましくは１７０℃～２３０℃である。なお、この加熱も、０．１ＭＰａ以上２０ＭＰａ
以下の圧力下で行われることが好ましい。絶縁耐圧の低下の原因となる、熱伝導性電気絶
縁部材中のボイドを低減することができるからである。ボイドを低減するには、熱伝導性
電気絶縁部材を配置し、硬化させる工程を実施する間、または、前記発熱部品と熱伝導性
電気絶縁部材を密着させた直後に、形成物を減圧下にさらすことも有効である。
【００８０】
なお、本実施の形態では、熱処理して熱可塑性樹脂粉末に液状成分を吸収させ膨潤させる
ことにより、未硬化の熱伝導性電気絶縁部材が固形化した段階を経ることにより、上述し
た熱伝導性電気絶縁部材のリペア工程が可能となる望ましい実施形態としている。しかし
、未硬化の熱伝導性電気絶縁部材を発熱部品およびヒートシンクに密着させた状態から、
一気に加熱して硬化させても同様の形成物が得られる。この際には、熱伝導樹脂組成物を
構成する絶縁性樹脂は、熱可塑性樹脂粉末を含有せずとも良く、室温で液状の熱硬化性樹
脂と潜在性硬化剤を少なくとも含有する組成物を用いることもできる。
【００８１】
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以上、図６Ｃにおいて、熱伝導性電気絶縁部材が硬化して発熱部品ならびにヒートシンク
に接着し、実施の形態１で説明した図３に示した発熱部品のみ搭載したパワーモジュール
が完成する。
【００８２】
次に、図６Ｄにおいて、配線基板６０３の発熱部品の実装面の反対面に、公知の種々の方
法を用いて非発熱部品６０２を実装する。これにより、実施の形態１で説明した図４に示
したパワーモジュールが作製できる。なお、非発熱部品の実装領域を、配線基板の発熱部
品の実装面の反対面に制限しなければ、実施の形態１で説明した図１に示したパワーモジ
ュールが作製できる。なお、上記実施の形態において、あらかじめ発熱部品とともに非発
熱部品も実装した配線基板を用いて、各工程を実施しても、同様のパワーモジュールが作
製は可能である。
【００８３】
（実施の形態４）
図７Ａ－Ｂは、本発明の実施の形態４におけるパワーモジュールの構成を示す断面図であ
る。この実施の形態４では、本発明にかかるパワーモジュールの他の一実施の形態を説明
する。用いられる材料は、特に説明の無い限り、上記の各実施の形態で説明したものであ
り、同じ呼称の構成部材および製造方法についても同様の機能を持つ。
【００８４】
図７Ａ－Ｂは、本発明のパワーモジュールにおけるヒートシンクのとり得る好ましい構成
例である。図７Ａは図４とほぼ同様の構成である。配線基板７０３上に発熱部品７０１と
非発熱部品７０２が実装され、発熱部品７０１は熱伝導性電気絶縁部材７０４を介してヒ
ートシンク７０５と熱的に接続されている。ただし、ヒートシンクが凹部を備え、その凹
部に発熱部品が熱伝導性電気絶縁部材を介して収納されている。この構成により、未硬化
の熱伝導性電気絶縁部材の配置がヒートシンクの凹部内に制限されるので、過剰な樹脂流
れが防止でき、密着時の加圧も十分得ることができるので、本発明のパワーモジュールの
製造が容易となる。なお、ヒートシンクの凹部内には非発熱部品も収納されていても良い
。また、図７Ａでは、ヒートシンク７０５と配線基板７０３が接触しているが、本発明は
それに限定されるものではなく、別の構成も考えられる。例えば、接触していなくとも良
いし、また、ヒートシンクと配線基板が接触している領域をビスなどの固定具を用いて固
定する構成なども挙げられる。
【００８５】
なお、図７Ｂのように、熱伝導性電気絶縁部材７０４により発熱部品７０１および非発熱
部品７０２が封止されていても良い。
【００８６】
（実施の形態５）
図８Ａ－Ｄは、本発明の実施の形態５におけるパワーモジュールの製造方法を示す工程別
断面図である。この実施の形態５では、本発明に係るパワーモジュールおよびその製造方
法の一実施の形態を説明する。用いられる材料は、特に説明の無い限り、上記の各実施の
形態で述べたものであり、同じ呼称の構成部材および製造方法についても同様の機能を持
つ。
【００８７】
図８Ａにおいて、配線基板８０３上に発熱部品８０１を実装する。
【００８８】
次に、図８Ｂにおいて、ヒートシンク８０５の一主要面に未硬化状態の熱伝導性電気絶縁
部材８０４を配置する。熱伝導性電気絶縁部材は、実施の形態３で説明した構成と同様で
あり、無機フィラーと絶縁性樹脂を少なくとも含有する熱伝導樹脂組成物である。熱伝導
樹脂組成物を構成する絶縁性樹脂は、室温で液状の熱硬化性樹脂を主成分とし、熱可塑性
樹脂、潜在性硬化剤を少なくとも含有し、かつ未硬化状態において前記熱可塑性樹脂が熱
可塑性樹脂粉末である組成物である。
【００８９】
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さらに、本実施の形態では、この段階で７０～１１０℃の好ましい温度範囲で熱伝導性電
気絶縁部材を熱処理し、熱可塑性樹脂粉末に絶縁性樹脂に含まれる液状成分を吸収させ膨
潤させることにより、未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材の粘度を上昇させて非可逆的に
固形化する。
【００９０】
次に、図８Ｃにおいて、配線基板８０３に実装された発熱部品８０１の配線基板と電気的
に接続された面の反対面に、ヒートシンク８０５上に配置された未硬化状態であるが固形
化した熱伝導性電気絶縁部材８０４を押しつけ、発熱部品の形状および部品高さの不揃い
に対して熱伝導性電気絶縁部材を相補的に変形させて密着させる。熱伝導性電気絶縁部材
の発熱部品またはヒートシンクへの密着を確実に行うためには、０．１ＭＰａ以上２０Ｍ
Ｐａ以下の圧力を加えた状態で行われることが好ましい。本実施の形態では、この密着に
必要な加圧を、ヒートシンクを配線基板に固定具８０６により固定することにより実施し
ている。固定具は、特に限定されず、例えばネジなどを使用できる。この固定により必要
な加圧が得られると同時に、発熱部品に対するヒートシンクの配置を確実に行うことがで
き、その後の作業においてもずれが生じないように補強され、より容易に製造できる。熱
可塑性樹脂粉末の膨潤により粘度を上昇させて固形化した熱伝導性電気絶縁部材は未硬化
状態であり、押し付けられた発熱部品に対して変形する程度の可撓性は有している。発熱
部品に密着させる前に熱伝導性電気絶縁部材を熱処理して粘度を上昇させ固形化すること
により、流動性が高い場合でも、密着させる工程における過剰な過剰な樹脂流れが防止で
き、密着時の加圧も十分得ることができる。さらに、熱伝導性電気絶縁部材は固形化して
いるが未硬化であるので、この段階で、熱伝導性電気絶縁部材と発熱部品またはヒートシ
ンクとの密着性を検査し、仮に密着不良が生じている場合は熱伝導性電気絶縁部材を簡単
に除去することも可能である。これにより、本発明のパワーモジュールを歩留まり良く製
造することができる。
【００９１】
次に、これを加熱して熱伝導性電気絶縁部材を硬化させる。さらに、図８Ｄにおいて、非
発熱部品８０２を実装する。
【００９２】
以上により、熱伝導性電気絶縁部材が硬化して発熱部品ならびにヒートシンクに接着し、
ヒートシンクが配線基板に固定具により固定されているパワーモジュールが完成する。な
お、ヒートシンクの配線基板に対する固定具による固定は、熱伝導性電気絶縁部材を硬化
させた後に行っても良い。この場合でも、熱伝導性電気絶縁部材によって少なくとも発熱
部品に接着しているヒートシンクは、固定具よりより強固に固定され、耐衝撃性に優れた
構成となる。
【００９３】
（実施の形態６）
図９Ａ－Ｄは、本発明の実施の形態６におけるパワーモジュールの製造方法を示す工程別
断面図である。この実施の形態６では、本発明に係るパワーモジュールおよびその製造方
法の一実施の形態を説明する。用いられる材料は、特に説明の無い限り、上記の各実施の
形態で述べたものであり、同じ呼称の構成部材および製造方法についても同様の機能を持
つ。
【００９４】
図９Ａにおいて、配線基板９０３上に発熱部品９０１を実装する。
【００９５】
次に、図９Ｂにおいて、個々の発熱部品上に未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材９０４を
配置する。熱伝導性電気絶縁部材は実施の形態３で述べた構成と同様であり、無機フィラ
ーと絶縁性樹脂を少なくとも含有する熱伝導樹脂組成物である。熱伝導樹脂組成物を構成
する絶縁性樹脂は、室温で液状の熱硬化性樹脂を主成分とし、熱可塑性樹脂、潜在性硬化
剤を少なくとも含有し、かつ未硬化状態において前記熱可塑性樹脂が熱可塑性樹脂粉末で
ある組成物である。
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【００９６】
次に、図９Ｃにおいて、ヒートシンク９０５の一主要面を、個々の発熱部品９０１上に配
置された未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材９０４に押しつけ、発熱部品の形状および部
品高さの不揃いに対して熱伝導性電気絶縁部材を相補的に変形させて密着させる。熱伝導
性電気絶縁部材の発熱部品またはヒートシンクへの密着を確実に行うためには、０．１Ｍ
Ｐａ以上２０ＭＰａ以下の圧力を加えた状態で行われることが好ましい。次いで、７０～
１１０℃の好ましい温度範囲で形成物を熱処理し、熱可塑性樹脂粉末に絶縁性樹脂に含ま
れる液状成分を吸収させ膨潤させることにより、未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材の粘
度を上昇させて非可逆的に固形化し、発熱部品に対してヒートシンクを固定した状態にす
る。熱伝導性電気絶縁部材は固形化しているが未硬化であるので、この段階で、熱伝導性
電気絶縁部材と発熱部品またはヒートシンクとの密着性を検査し、仮に密着不良が生じて
いる場合は熱伝導性電気絶縁部材を簡単に除去することも可能である。これにより、本発
明のパワーモジュールを歩留まり良く製造することができる。
【００９７】
さらに、これを加熱して熱伝導性電気絶縁部材を硬化させる。なお、本実施の形態では、
熱処理して熱可塑性樹脂粉末に液状成分を吸収させ膨潤させることにより未硬化の熱伝導
性電気絶縁部材が固形化した段階を経ることにより、上述した熱伝導性電気絶縁部材のリ
ペア工程が可能となる望ましい実施形態としている。しかし、未硬化の熱伝導性電気絶縁
部材を発熱部品およびヒートシンクに密着させた状態から、一気に加熱して硬化させても
同様の形成物が得られる。この際には、熱伝導樹脂組成物を構成する絶縁性樹脂は、熱可
塑性樹脂粉末を含有せずとも良く、室温で液状の熱硬化性樹脂と潜在性硬化剤を少なくと
も含有する組成物を用いることもできる。
【００９８】
次に、図９Ｄにおいて、非発熱部品９０２を実装する。
【００９９】
以上により、個々の発熱部品に熱伝導性電気絶縁部材が接着して、一つのヒートシンクに
熱的に接続された構成のパワーモジュールが完成する。
【０１００】
本実施の形態のパワーモジュールの構成および製造方法によれば、熱伝導性電気絶縁部材
の必要量が少なくてすみ、本発明のパワーモジュールを低コストに製造できる。
【０１０１】
上記の各実施の形態は本発明を限定するものではなく、本特許の請求の範囲に基づきさら
に他の実施の形態を採用することもできる。
【０１０２】
【実施例】
以下実施例を用いてさらに具体的に説明する。
【０１０３】
（実施例１）
図４と同様の構造を有するパワーモジュールとして、駆動回路を一体化したインバータモ
ジュールを、以下の要領で作製した。ただし、搭載される電子部品は図４に限定されず、
回路構成に伴い適宜選択した。まず、配線パターンの形成された４層のＦＲ－５タイプ（
松下電子部品社製、商品名、ガラス繊維織物にエポキシ樹脂を含浸させた配線基板）を準
備した。次に、配線基板の一つの面上に発熱部品を含む電子部品を実装し、パワー回路部
を形成した。部品実装の一例としては、例えば、配線パターンに半導体チップをフェース
ダウンで実装した。半導体チップとしては、電流５０Ａ仕様のＩＧＢＴ（松下電器産業社
製）を使用した。半導体チップの電極に、直径１００μｍ、高さ４０μｍのバンプを金メ
ッキ法によって形成し、更にバンプに共晶半田を印刷した。半導体チップを配線パターン
上に配置し、半導体チップを固定した状態で半田リフロー装置にて共晶半田を溶融させ、
半導体チップの電極と配線パターンとを電気的に接続した。さらに、半導体チップと配線
パターンの間を液状封止樹脂で封止した。
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【０１０４】
次に、ヒートシンクとして厚み２．０ｍｍのアルミニウム板を用意し、片面をサンドブラ
スト（研磨粉：Ａｌ 2Ｏ 3、モランダムＡ－４０（商品名）、昭和電工社製）で粗化処理し
た。この粗化処理面に、熱伝導樹脂組成物を印刷して未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材
を配置した。熱伝導樹脂組成物としては、以下の組成を有する樹脂組成物を３本ロールに
て混練し、粘度３００Ｐａ・ｓの粘性液体（ペースト）とした。
（１）無機フィラー：球状Ａｌ 2Ｏ 3（”ＡＳ－４０”、昭和電工社製、平均粒子径１２μ
ｍ）　８８質量部
（２）熱硬化性樹脂：ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（”エピコート８２８”、油化シ
ェルエポキシ社製）　７．５質量部
（３）潜在性硬化剤：第３アミン塩系潜在性硬化剤（”アミキュアＰＮ－２３”、味の素
社製）　１．０質量部
（４）熱可塑性樹脂粉末：ポリメタクリル酸メチル粉末　３．０質量部
（５）添加剤：カーボンブラック（東洋カーボン社製）　０．３質量部
（６）無機フィラーの分散剤（”プライサーフＦ－２０８Ｆ”、第一工業製薬社製）　０
．２質量部
ヒートシンクへの熱伝導樹脂組成物の印刷は、印刷ステージ上にヒートシンクをセットし
、所望の印刷部分を開口した厚み２．５ｍｍのステンレス鋼（ＳＵＳ）メタルマスクをヒ
ートシンクと接触する位置まで重ね、熱伝導樹脂組成物をメタルマスク上に滴下した後、
ステンレス鋼ＳＵＳ板スキージにてマスク開口部に刷り込むことにより実施した。更に、
メタルマスクを除去した後、減圧にさらし、絶縁体層中のボイドを除去した。配置された
未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材に、配線基板に実装された発熱部品の群の背面を圧力
０．５ＭＰａの条件で押しつけ、発熱部品の形状および部品高さの不揃いに対して熱伝導
性電気絶縁部材を相補的に変形させて密着させた。これを１００℃で５分間保持し、熱可
塑性樹脂粉末に絶縁性樹脂に含まれる液状成分を吸収させ膨潤させることにより、未硬化
状態の熱伝導性電気絶縁部材を固形化し、発熱部品に対してヒートシンクを固定した状態
にした。この状態で、熱伝導性電気絶縁部材と発熱部品またはヒートシンクの間に密着不
良個所の有無を目視により検査した。密着不良が生じている場合は熱伝導性電気絶縁部材
を剥がして除去し、同様な製造方法により再作製した。次いで、この形成物を無加圧で１
７５℃で６０分間加熱し、熱伝導性電気絶縁部材中の熱硬化性樹脂を硬化させ、発熱部品
ならびにヒートシンクに接着させた。最後に、配線基板のパワー回路部の形成面の反対面
に電子部品を実装し、駆動回路部を形成した。
【０１０５】
得られたパワーモジュールの熱伝導性電気絶縁部材の発熱部品直下からの厚みは、最大２
ｍｍ、最小０．７ｍｍであった。超音波探傷装置による観察から、熱伝導性電気絶縁部材
と発熱部品またはヒートシンクとの界面にボイドが無いことを確認した。
【０１０６】
また、熱伝導性電気絶縁部材の絶縁耐圧を測定したところ、１０ＫＶ／ｍｍ以上の絶縁耐
圧が得られた。パワーモジュールの熱伝導性を評価したところ、０．８４℃／Ｗの熱抵抗
値が得られた。なお、熱抵抗値は、半導体チップに電流を供給し発熱させて、ヒートシン
ク裏面の温度を測定しその測定値より算出した。
【０１０７】
また、信頼性の評価として、最高温度が２６０℃で１０秒のリフロー試験１０回のリフロ
ー試験を行った。この時、パワーモジュールは外観上のクラックなどは発生せず、超音波
探傷装置による観察でも、熱伝導性電気絶縁部材と発熱部品またはヒートシンクとの界面
に剥離などの異常は特に認められなかった。
【０１０８】
（実施例２）
図７と同様の構造を有するパワーモジュールを、以下の要領で作製した。ただし、搭載さ
れるパワー回路部の発熱部品として、図５Ｂの背面より電流を取り出す構成の半導体チッ

10

20

30

40

50

(19) JP 3830860 B2 2006.10.11



プ５１１にヒートスプレッダ（縦１０ｍｍ×横１０ｍｍ□、厚み２ｍｍ）を設けた半導体
素子を選択した。まず、銅板よりなるヒートスプレッダにニッケルめっきを施し、その片
面と半導体チップの背面をハンダにより接着した。半導体チップは、電流５０Ａ仕様のＩ
ＧＢＴ（松下電子工業社製）を使用した。さらに、半導体チップの電極に、平均直径２ｍ
ｍのボール状の銅に厚み１μｍの金めっきを施したボール電極を超音波ボンディング装置
で接続し、金属バンプとして形成した。同時に、半導体チップの周囲のヒートスプレッダ
上にも、サイズの大きい同様なボール電極を超音波接続して突出させ、取りだし電極とし
た。次に、配線パターンの形成された４層のＦＲ－５タイプのガラスエポキシ配線基板を
準備し、配線パターン上に半導体チップおよびヒートスプレッダの取りだし電極を位置合
わせして、超音波ボンディング装置でそれらを接合した。さらに、半導体チップと配線パ
ターンの間を液状封止樹脂で封止した。次いで、ヒートスプレッダと配線基板の間を半導
体チップを含めて液状封止樹脂で封止し、ヒートスプレッダの片面のみが露出するように
した。
【０１０９】
次に、ヒートシンクとして厚み５．０ｍｍのアルミニウム板に深さ３．０ｍｍ、壁の厚さ
２．０ｍｍの凹部を設けたものを用意し、凹部の底面をサンドブラストで粗化処理した。
この粗化処理面に、熱伝導樹脂組成物を印刷して未硬化状態の熱伝導性電気絶縁部材を配
置した。熱伝導樹脂組成物としては、以下の組成を有する樹脂組成物を３本ロールにて混
練して用いた。
（１）無機フィラー：球状Ａｌ 2Ｏ 3（”ＡＳ－４０”、昭和電工社製、平均粒子径１２μ
ｍ）　８５質量部
（２）熱硬化性樹脂：ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂（「エピコート８０６」、油化シ
ェルエポキシ社製）　８．５質量部
（３）潜在性硬化剤：第３アミン塩系潜在性硬化剤（「アミキュアＰＮ－２３」、味の素
社製）　１．５質量部
（４）熱可塑性樹脂粉末：ポリエチレン粉末　　４．５質量部
（５）添加剤：カーボンブラック（東洋カーボン社製）　０．３質量部
（６）無機フィラーの分散剤（”プライサーフＦ－２０８Ｆ”第一工業製薬社製）　０．
２質量部
混練した熱伝導樹脂組成物を、押し出し成型法により、表面に離型処理を施したポリエチ
レンテレフタレート（ＰＥＴ）の離型フィルム上に厚み１．０ｍｍのシートにした。この
シート状物をヒートシンクの凹部の開口部形状にカットし、ヒートシンクの凹部にシート
表面を接する形で積層し、離型フィルムのみ剥がして、熱伝導樹脂組成物をヒートシンク
の凹部の底面に配置した。これを１００℃で５分間保持し、熱可塑性樹脂粉末に絶縁性樹
脂に含まれる液状成分を吸収させ膨潤させることにより、未硬化状態の熱伝導性電気絶縁
部材を固形化した。配置された未硬化状態であるが固形化した熱伝導性電気絶縁部材に配
線基板に実装された発熱部品の群の背面を押しつけ、配線基板でヒートシンクの凹部がフ
タされる構成とし、発熱部品の形状および部品高さの不揃いに対して熱伝導性電気絶縁部
材を相補的に変形させて密着させた。以上により、熱伝導性電気絶縁部材の流動性が高い
場合でも、ヒートシンクの凹部に位置規制し、さらに発熱部品に密着させる前に熱伝導性
電気絶縁部材を熱処理して粘度を上昇させることにより、発熱部品に密着させる工程にお
ける過剰な樹脂流れが防止でき、密着時の加圧も十分得ることができた。次いで、この形
成物を無加圧で１７５℃で６０分間加熱し、熱伝導性電気絶縁部材中の熱硬化性樹脂を硬
化させ、発熱部品ならびにヒートシンクに接着させた。最後に、配線基板のパワー回路部
の形成面の反対面に電子部品を実装し、駆動回路部を形成した。
【０１１０】
得られたパワーモジュールは、超音波探傷装置による観察から、熱伝導性電気絶縁部材と
発熱部品またはヒートシンクとの界面にボイドが無いことを確認した。
【０１１１】
また、熱伝導性電気絶縁部材の絶縁耐圧を測定したところ、１０ＫＶ／ｍｍ以上の絶縁耐
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圧が得られた。パワーモジュールの熱伝導性を評価したところ、０．８０℃／Ｗの熱抵抗
値が得られた。
【０１１２】
また、信頼性の評価として、ヒートサイクル試験を行った後、絶縁耐圧を測定したが、１
０ＫＶ／ｍｍ以上の絶縁耐圧が得られ、試験前後での劣化は無かった。ヒートサイクル試
験は、パワーモジュールを、－５５℃の低温条件下に３０分間保持した後、１２５℃の高
温条件下で３０分間保持する操作を、１０００回繰り返すことにより実施した。
【０１１３】
本実施例で得られるパワーモジュールは、配線基板に電気的に接続された発熱部品の背面
に、無機フィラーを高濃度に充填した熱伝導性電気絶縁部材が、部品高さのばらつきに左
右されることなく一様に接着しており、発熱部品からの発熱をヒートシンクに効率よく熱
移動でき。また、微細な配線の形成された配線基板上に発熱部品を高密度に実装すること
が可能となり、かつ発熱部品から発生した熱は、発熱部品ならびにヒートシンクに接着さ
れた熱伝導性電気絶縁部材を介して瞬時にヒートシンクから放熱された。さらに、熱伝導
性電気絶縁部材は相補的に変形して、配線基板に搭載した発熱部品の高さの不ぞろいや寸
法公差、配線基板に対する実装姿勢のばらつきなどを吸収しているため、部品高さのばら
つきに左右されることなく、各発熱部品から発生した熱を均一に効率よく放熱できた。ま
た、熱伝導性電気絶縁部材は発熱部品ならびにヒートシンクに接着しているため、接触熱
抵抗が低く、放熱効率が高い構成となった。したがって、発熱部品を含むパワー回路部と
非発熱部品を含む制御回路部を一体化して同一の配線基板上に高密度に実装でき、パワー
モジュールの更なる小型化が図ることができた。さらに、前記熱伝導性電気絶縁部材がそ
れ自体で接着しているため、発熱部品に密着させるための外力はいらず、発熱部品に対す
るストレスはなかった。したがって、信頼性のより高いパワーモジュールとなるものであ
った。
【０１１４】
【発明の効果】
以上説明したとおり、本発明は、接続端子数が多い発熱部品が必要とする微細配線と高い
放熱の両立が可能で、かつ高密度小型化に適したパワーモジュールおよびその製造方法を
提供できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施の形態１におけるパワーモジュールを示す断面図である。
【図２】本発明の実施の形態１におけるパワーモジュールを示す断面図である。
【図３】本発明の実施の形態１におけるパワーモジュールを示す断面図である。
【図４】本発明の実施の形態１におけるパワーモジュールを示す断面図である。
【図５】Ａ－Ｂは本発明の実施の形態２におけるパワーモジュールを示す断面図である。
【図６】Ａ－Ｄは本発明の実施の形態３におけるパワーモジュールの製造方法を示す工程
別断面図である。
【図７】Ａ－Ｂは本発明の実施の形態４におけるパワーモジュールを示す断面図である。
【図８】Ａ－Ｄは本発明の実施の形態５におけるパワーモジュールの製造方法を示す工程
別断面図である。
【図９】Ａ－Ｄは本発明の実施の形態６におけるパワーモジュールの製造方法を示す工程
別断面図である。
【図１０】本発明の一実施例における硬化性樹脂組成物の粘度特性を示すグラフである。
【符号の説明】
101,201,206,301,401,501,502,601,701,801,901　発熱部品
102,202,402,602,702,802,902　非発熱部品
103,203,302,403,503,603,703,803,903　配線基板
104,204,303,404,504,604,704,804,904　熱伝導性電気絶縁部材
105,205,304,405,505,605,705,805,905　ヒートシンク
506　金属バンプ
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507， 516　封止樹脂
508　金属導体
509　半導体素子（発熱部品）
510， 511　半導体素子
512　ヒートスプレッダ
513　取り出し電極
514　リードフレーム
515　金属ボール
806　固定具

【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】 【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】
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